
１．はじめに

　カーボンニュートラルの実現に向けた具体
的な取り組みは世界中で加速化しており，各
国で，様々な技術やそれらの導入方法，さら
に導入に伴う政策や制度などの検討が進めら
れている。
　2015 年 の 国 連 気 候 変 動 枠 組 み 条 約

（UNFCCC）第 21 回締結国会議（COP21）で
の「パリ協定」採択後，各国において，大気中
の二酸化炭素（CO2）を除去・隔離し排出量を
マイナスにする技術（ネガティブエミッション
技術（NETs））の導入と開発も急速に進行し
ている。NETsには以下の技術が挙げられる（1）。

ストで広範囲に実施できるということで注目
されている （2）。ここで，「ブルーカーボン」
とは，藻場・浅場など沿岸の海洋生態系に取
り込まれた炭素のことで，そのような生態系
を「ブルーカーボン生態系」と呼ぶ。これら
の生態系を活用した技術は，陸域および沿岸
域などの自然生態系における炭素吸収量，隔
離量および貯蔵量を保持・増加させることに
寄与している。
　ブルーカーボン生態系を含む自然生態系を
基盤とした対応策は，国連自然保護連合

（IUCN）により，「自然を基盤とした解決策」
（NbS）として，「社会課題に効果的かつ順応
的に対処し，人間の幸福及び生物多様性によ
る恩恵を同時にもたらす，自然のあるいは改
変された生態系の保護，持続可能な管理，回
復のための行動」のように定義されている （3）。
すなわち，NbS は，環境，社会，経済におけ
る利点を提供しつつ，生物多様性と人間の生
活への好循環をもたらすものということもで
きる。NbS には，生態系修復（回復）に関す
るアプローチをはじめ，気候変動への適応と
緩和に関する生態系を基盤としたアプローチ
や，防災・減災，さらに沿岸や水資源の管理
などに関するアプローチなどがある。
　NbS は，緩和と適応の両面での気候変動対
策であるだけでなく，生物多様性の保全にも
寄与するなど，地域に適合した導入や活用に
より複数の課題を同時に解決できる可能性を
有しているため期待されている。
　なかでも，高い炭素貯留ポテンシャルを有
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● 植林／再植林
● 土壌炭素貯留
● バイオ炭

● BECCS（Bioenergy with Carbon Capture and 

Storage）
● DACCS（Direct Air Carbon Capture and Storage）
● 風化促進や鉱物化
● 海洋肥沃化など

　海洋利用による NETs として，海洋肥沃化
の他にも，海洋アルカリ度の向上，沿岸生態系
のブルーカーボン管理，その他（大型海藻養殖
を含む）のアプローチが提案されている。な
かでも，植林／再植林，森林管理，農地への
土壌炭素貯留，沿岸生態系のブルーカーボン
などを活用した土地利用に基づく技術は，自
然 の 生 態 系 を 利 用 し た 技 術 で，BECCS，
DACCS，鉱物化といった他の技術よりも低コ



するブルーカーボン生態系は，①気候変動対
策への貢献，②災害・防災などへの寄与，さ
らに，③環境，社会，経済における生物多様
性と人間生活と自然との共生への重要な貢献
といった点で注目されているが，年々生育面
積が減少しているという現状から，保全かつ
修復の重要性が認められている。
　このような背景のもと，本稿では，NbS の
なかでもブルーカーボン生態系に着目し，そ
れらの炭素貯留に関する機能や生態系利用に
よる炭素隔離技術の実証例，そして，今後の
展開や可能性について概説する。

２．ブルーカーボン生態系と炭素貯留

（１）分布と炭素貯留能力

　2009 年に国連環境計画（UNEP）から「ブルー
カーボン報告書」 （4）が出版されたことで，ブ
ルーカーボン生態系がそれまで以上に注目さ
れ始めた。図１にブルーカーボン生態系の分
布とマングローブ林，塩性湿地，海草藻場の
画像を示す。
　地球上の炭素循環に重要な役割を担う海洋
のうち，大型の植物が繁茂するブルーカーボン
生態系（約 4900 万 ha）は，海洋面積のわずか
0.5% 以下の生育面積にもかかわらず，年間の
炭素貯留量は，海洋の堆積物中で年間に貯留さ

れる全炭素量の 50% 〜 71% にも達すると報告
されている。また，ブルーカーボン生態系に存
在する植物の総現存量は，陸上植物の僅か
0.05% に過ぎないが，年間の炭素貯蔵量は地球
上のすべての陸上植物が貯蔵する炭素量に匹
敵するとも報告されている。そのため，ブルー
カーボン生態系は，非常に効果的な炭素吸収源

（ブルーカーボン・シンク）と位置付けられて
おり，その炭素吸収速度は，熱帯林と同程度も
しくはそれ以上である。また，海藻類では，大
型海藻がブルーカーボン・シンクの主な対象に
なると考えられ，日本国内でも導入の期待度が
高く，大量培養が目指されている。

（２）消失が続くブルーカーボン生態系

　このように，温暖化対策としても重要なブ
ルーカーボン生態系であるが，表 1に示すよ
うに，消失し続けている。
　ブルーカーボン生態系の特徴と状況を以下
に述べる。

① マングローブ林
　マングローブ林は，最も炭素貯留量の豊富な
熱帯・亜熱帯林である。マングローブ林および
塩性湿地は，年間約６〜８MgCO2e/ha の炭素
を貯留すると推算される。これは，天然の熱帯
林の約２〜４倍の量に相当し，陸上森林よりも
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図１　ブルーカーボン生態系の分布と画像（4）（5）
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高い炭素貯留ポテンシャルがある。例えば，
2000 年〜 2012 年のマングローブ林の面積と炭
素貯留量の変化を全球的に評価した研究では，
2012 年でのマングローブ林による全球レベル
での炭素貯留量は，4.19 Pg と推算され，イン
ドネシア，ブラジル，マレーシア，パプアニュー
ギニアの国々で約半分を占めている（7）。
　しかし，マングローブ林の破壊傾向は，1900
年代初期よりも減少したものの，今なお，年
0.11% の率で消失している。地域では，東南ア
ジアで最も多く消失しているが，ラテンアメリ
カやアフリカでも消失している。全球的には，
42％のマングローブ林は，保護地域に存在して
いる。例えば，Global Mangrove Watchプロジェ
クトは，マングローブ林のさらなる損失を食い
止めるための目標を発表し，2030 年までに 40
万 ha を回復すると報告している（8）。このよ
うな目標を多く実現させるためにも，地方自治
体や地域社会との連携を強化し，政策的にも連
携することが，将来のマングローブ林の保全と
修復を強化する上で重要なステップとなると
考えられる。

② 塩性湿地
　塩性湿地は，海岸に存在する湿地・沼地で
あり，潮汐の影響を受け，満潮時には定期的
に塩水が浸水する地帯である。塩性湿地は，
鉱物堆積物と有機物の蓄積によって形成され，
潮汐の影響を受ける生態系であり，深さ数メー
トルにもなる土壌中には，塩性湿地生態系に
おけるほとんどすべての炭素が含有されてい
る。2000 年〜 2019 年の間に，全球的には約
1453km2 が消失した。なかでも，米国やロシ
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アが消失量の約 64% を占め，16.3 Tg-CO2 の
炭素貯留能の損失にあたると推算されている。

③ 海草藻場
　海草は水草の一種で，海水中で成育し，大部
分の炭素は土壌に貯留される。海草は，多い場
合には，面積当たり陸上森林の約２倍程度の炭
素を貯留する。海草は熱帯から寒帯まで分布し
ているが，その多くは熱帯域・亜熱帯域に分布
し，スガモやアマモの仲間は温帯域から寒帯域
に分布する。地球上の炭素循環にも重要な炭素
貯留域でもあり，食料安全をサポートし，かつ，
生物多様性，水浄化，海岸線保護，病害軽減な
どの多くの機能も有する。
　全球レベルでは，海草の消失が急速に進行し
ており，年間 6.5 億 tCO2 の貯留量が消失して
いると推算されている（9）。ただし，海草の生
育面積やそれらの変化については，正確な炭素
貯留量の推算に更なる解析などが必要である。

（３）ブルーカーボン生態系の保全（維持）と

　修復（再生）

　以上のような各生態の消失の状況からも，
ブルーカーボン生態系の保全（維持）と修復（再
生）が必要であることは言うまでもない。
　海藻養殖の拡大，乱獲の廃止なども含めた，
ブルーカーボン生態系での対策と炭素吸収の
潜在能力が表２にように試算されている。対
象となるブルーカーボン生態系である，マン
グローブ林，塩性湿地・干潟，海草藻場，海
藻藻場については，保全（維持）と修復（再生）
のカテゴリーに分けて試算されており，マン
グローブ林，塩性湿地・干潟，海草藻場では，
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表１　ブルーカーボン生態系の面積と消失率（6）



保全（維持）の値は，2030 年と 2050 年とで
変化はない。修復（再生）の炭素貯留量は，
2050 年で増加している。2050 年ではマング
ローブ林が最も高い増加幅を示しており，修
復（再生）の炭素吸収能力は，塩性湿地・干潟，
海草藻場よりも高いと言える。また，海藻藻
場に関しては，表 1で消失率が不明であると
示した通り，現状では，緩和試算値が算出さ
れていない。さらに，海藻養殖の拡大による
効果が期待されており，2030 年から 2050 年
への増加が確認できる。
　表３の通り（10），マングローブ林の炭素貯
留量は，塩性湿地，海草藻場よりも多い。塩
性湿地の約 5.3 倍，海草藻場の約 6.2 倍で，年
間の炭素貯留量も最も高い数値となっている。
　以上のことから，ブルーカーボン生態系が地
球上での炭素貯留に関係する重要な生態系で
あり，温暖化対策としても保全や修復が必要で

あることが分かる。なかでも，炭素貯留能力の
高いマングローブ林，海草と海藻藻場などでの
修復（再生）の取り組みと今後の展開について
以下で概説する。

３．マングローブ生態系と植林／再植林
　によるブルーカーボン貯留

　マングローブは，熱帯・亜熱帯地域の汽水
域に生息している植物の総称である。その生
育環境は，塩分濃度，潮汐，温度，降水量や
土壌環境などの影響を受ける。また，マング
ローブは，耐塩性植物，好塩性植物で，様々
な根の形態（通木根，支柱根，膝根，板根など）
を有しているという特徴もある。このような
マングローブの多くは，一般的に，樹上で幼
植物体にまで成長する胎生種子を生育し，そ
れが成熟して落下し，着床した場所で発根し
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表２　ブルーカーボン生態系での対策とCO2吸収の潜在能力の試算（9）

表３　ブルーカーボン生態系における炭素貯留量・貯留速度（10）



て成長する。また，塩分濃度により，生育に
適した樹種が変わるという特徴もある。
　マングローブは，主に北緯 32 度から南緯 38
度の熱帯・亜熱帯地域，112 カ国に存在し，世
界の海岸線の約 12％を占めている（11）。表 3
で示したように，その面積は約 13 万 8,000 km2

で，東南アジアが 33.5% を占める。なかでもイ
ンドネシアが世界全体の 20.9%，東南アジアの
60％以上を占めて世界最大である。次いで，南
米，中央・北アメリカと続き，ブラジルが 8.5%，
オーストラリアが 6.5% を占める （12）。
　全球でのマングローブの平均総炭素貯留量
は，692.8 ± 23.1 MgC/ha と報告されている。
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そのうち，深さ 1m の土壌中の平均炭素貯留
量は，516.4 ± 19.8 MgC/ha と全体の約 74%
を占め （13），それはバイオマス中の炭素貯留
量の約 2.9 倍である。また，マングローブは，
根を有するため，他の陸域系の樹種と比較し
て，地下部バイオマスによる炭素貯留量が高
いのも特徴である。さらに，各国での研究事
例から，土壌中炭素貯留量には地域差がある
ことも確認されつつあるが，一般的な森林生
態系よりも炭素貯留量が多いことから，表４
に示すように，土壌中と地上部および地下部
バイオマスを含めたマングローブ林が注目さ
れている。

季報エネルギー総合工学第 47 巻 第１号（2024）

表４　マングローブ林でのバイオマス（地上部・地下部），土壌中および総炭素貯留量（13）

図２　マングローブ生態系における炭素フローのマスバランスモデル（14）



態系の修復段階の進行も確認できるように
なった（18）。このように，再植林による生態
系炭素貯留量の増加効果と生態系修復効果を
科学的に実証でき，さらに修復地域での漁業
などに与える経済効果，修復活動を通じた環
境教育の効果など，マングローブがもたらす
様々な効果を確認することができた。
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　マングローブ生態系における炭素循環につ
いて図 2に示す。林冠部および林床部の植生
が，光合成によって大気から吸収した炭素は，
マングローブ林全体の「総一次生産量」（GPP）
と呼ばれる。GPP から植物体（葉，地上部，根）
の呼吸（独立栄養呼吸）によって放出された
炭素を差し引いた値が生態系の「純一次生産」

（NPP）となる。図２には，土壌炭素について
の無機化から，溶存有機炭素（DOC），溶存
無機炭素（DIC），粒状有機物質（POC），交
換性溶存有機炭素（EDOC），そして，メタン

（CH4）も含めた炭素フローが年間ベースの数
値（TgC/year）で示されている。このような
図からもマングローブ生態系での炭素貯留を
定量的に理解することができる。
　以上のように，マングローブ植林 / 再植林
による炭素貯留量の増加が注目され，これま
で多くの研究例がある （7） （15） （16）。最近の報
告（16） では，これまで世界中で実施されてき
た 370 以上の植林および再植林試験のデータ
から，植林よりも再植林の方が単位面積当た
りの炭素貯留量が高いこと，より炭素蓄積の
高い場所における潮間帯における位置，より
高い窒素利用量，低塩分濃度などの条件が炭
素貯留量の増加に関係していることが示され
た。世界中のマングローブ伐採地での再植林
では，40 年間で約 680 TgCO2-eq の吸収を促
進することができた。干潟での同面積の新規
植林よりも 60% 高いこともあり，温暖化対策
における NbS として有用な手法であることが
示されている。
　また，筆者らが実施したタイ南東部エビ養
殖放棄池（ASP）での再植林では，図３に示
すように，18 年間で生態系炭素貯留量が約
180 MgC/ha 増加したという結果が得られた。
これは，エビ養殖放棄池で再植林をしなかっ
た土壌堆積のみの地域（NPA）での炭素貯留
量の約 2.6 倍であった（17）。また，タイ南東
部では，安定同位体窒素および炭素の分析結
果から一次生産者から最終消費者までのフー
ドチェーンを推定することで，破壊された生

第 47 巻 第１号（2024）

図3　タイ南東部エビ養殖放棄地での

　　　マングローブ再植林の生育状況（19）

　このように，各地域における生態系環境の
修復効果を，環境面，経済面，社会面などの
多方面から研究調査し科学的に報告された実
証例は，ブルーカーボン生態系を保全・修復
していく上で重要なデータとして解析され，
今後の新たなカーボンクレジットの概念や試
算などにとっての貴重なデータとなる。

４．海藻（海草）生育，藻場造成による
　炭素貯留

　海草および海藻も，マングローブ林，塩性湿
地と同様，炭素貯留にも貢献する生態系であ
る。海草藻場における炭素貯留量は，前出の表
３に示すように，マングローブ林の約６分の１
と少ないが，年間では塩性湿地よりも多いな
ど，ブルーカーボン生態系として注目されてい
る（20）。現時点で海藻は，「ブルーカーボン・
シンク」という扱いではないが，なかでも，大



型海藻による炭素吸収能は非常に大きいと期
待されており，特に，日本では導入の促進が図
られている。
　海洋植物は，海水中を浮遊する植物プラン
クトンの種と，海底に定着して生活する大型
底生植物の種の２つに大別でき，さらに後者
を海藻類と海草類に分けることができる。
　海藻類は，底生植物であり，海底に固着して
底生生活を営む。一般に，海藻類は，数 mm
〜 10m 以上になる藻体を海底に固定させ，波
浪などで流出しないよう岩盤などの硬質で安
定的な基質を選択して生育する。特に，コンブ，
アラメ・カジメ，そしてホンダワラの仲間（ガ
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ラモ）が，炭素の隔離速度が大きい大型海藻で
ある。つまり，生育に伴う堆積物を持たないた
めに炭素貯留機能は無いが，成長速度が速いこ
とが隔離機能を高くしている。さらに最近では，
図４に示すように，海藻内に隔離した炭素が輸
送され，堆積作用を持つ沿岸浅海域の他の生態
系や深海へ到達することで炭素貯留に貢献す
ると報告されている（21）。さらに，図５に示す
ように，天然大型海藻における炭素フローと隔
離の経路における概念図内に定量的なデータ
もあり，隔離に関与する炭素量についても定量
的に概算できるようになってきている。図５で
長期間の炭素貯留を示している経路が新たに
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図４　大型海藻による炭素輸送および隔離フローの概念図（21）

図５　天然大型海藻における炭素フローおよび隔離経路の概念図（単位：PgC/yr）（22）

注）青線：長期間隔離と推定される経路
黒線：無機化及び大気との交換



着目されており，研究が進められている。
　また，海草類は，底生生物であるが，分類学
上，海藻類とは異なり，被子植物の仲間で，海
中で花を咲かせて種子をつくる顕花植物であ
る。つまり，根，茎，葉の区別を持ち，砂泥域
などの海底に根と地下茎を伸長させて定着す
るという特徴を持つ。このような生態的な特性
が，海草類の炭素隔離・貯留機能の高さにつな
がっており，海草藻場は一次生産力が地球上で
も最も高いブルーカーボン生態系の１つとし
て報告されている（23）。特に，海草類では，海
底堆積物から海中に出ている葉の部分の成長
速度が速く，さらに，海中に覆い茂るような葉
が，海水の流速を減衰させ水中浮遊する有機物
の堆積を促進することでも炭素貯留機能を高
めている。そして，地下茎が海底堆積物内に繁
殖しているため，底質の流出を防ぐだけでな
く，安定した底質が堆積した有機物の再懸濁を
抑制して炭素貯留能を高めている （24）。さらに，
地下茎や根の成長により，海底内土壌に有機物
を蓄積することも炭素貯留能の向上に貢献し
ている。なかでも，北半球の温帯域から亜寒帯
域に分布するアマモは，生育分布が広い海洋植
物で，草本であるが，生育期間が平均約 60 年
と長く（25），生育に適した環境下においては，
株が千年以上の寿命を持つという特性があり

（26），長期間の炭素貯留を可能にするとして注
目されている。
　そして，日本国内での海草・海藻の生産によ
る年間での炭素隔離量の算出結果（21）から，
表５に示すように，沿岸浅海域で隔離される有
機炭素量は，約 470 万トン CO2/ 年と推算され，

海藻による炭素貯留への貢献が大きいことも
分かってきた。ただし，前出の表１，表２のよ
うな海藻藻場でのデータがないことにも関係
するが，コンブ場をはじめ他の海藻種などでの
実証に伴う基礎的知見が少ないことや，前出の
図４，図５で示したような未解明の隔離炭素量
におけるデータの精度などからも，今後も海藻
生育域での精確な観測と測定が必要である。こ
の点に関して，後述のように，最近，国内でも
試算に関するハンドブックが発刊された。
　また，前述のように，海藻生育地域だけで
なく，他のブルーカーボン生態系での海底堆
積物，生態系内外の水中における難分解性溶
存有機物，生態系外（陸棚 , 深海）での堆積
物中における炭素貯留量の試算や貯留期間な
どの詳細な分析や解析が行われることで，よ
りブルーカーボン生態系における炭素貯留と
隔離量の高さが示され，展開が進んでいくと
考えられる。
　海草・海藻藻場における炭素貯留量として
算定できるプロセスには，次の４つが挙げら
れる（27）。
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表５　日本国内における藻場での海草・海藻の生産によるCO2隔離量（20）

● 堆積貯留：枯れた海草・海藻が藻場内の海底に堆積して長

期間貯留されるプロセス 

● 難分解貯留：枯れた海草・海藻，その細分化された破片が

流出して長期間CO2に変換しない難分解性の細片（粒子状）で，

藻場外の沿岸域に堆積して長期間貯留されるプロセス 

● 深海貯留：波浪などで破砕された海草・海藻が流れ藻とな

り沖合に流出して，浮力を無くし深海へ沈降し長期間貯留さ

れるプロセス

● 難分解性溶存態有機炭素（Refractory Dissolved Organic 

Carbon: RDOC）貯留：海草・海藻が放出する難分解性の溶存

態有機炭素が長期間にわたり海水中に貯留されるプロセス



それぞれのプロセスへの炭素フローおよび貯
留期間などの解明が今後も研究され，図６に
示すような海草・海藻藻場における炭素フロー
の定量化が行われるような知見が蓄積されて
いくことになる。

５．ブルーカーボン生態系を利用した実
　践例と今後の展開

　2006 年の IPCC による温室効果ガス収支に
関するインベントリ作成のガイドラインが
2013 年に改訂された。それまで着目されてこ
なかった浅海域の植生が，「湿地」の項目の中
に「沿岸湿地」として新たに導入されること
になった。その後，前述のように，マングロー
ブ林をはじめ，海草および海藻藻場も炭素吸
収源として注目されてきていることから，ブ
ルーカーボン生態系の保全（維持）および修
復（再生）の実施が今後も注目され続けるで
あろう。そこで，以下にブルーカーボン生態
系を利用した実践例について簡単に紹介する。
　欧米を中心に，海洋 NETs に関するプロジェ
クトが進められている。特に，米国，オースト
ラリアでは，生態系保全の観点からもブルー
カーボン分野の研究が積極的に行われ，インベ
ントリへの算入や独自の評価手法開発も着手
されている。なかでも，ブルーカーボン管理と
は，マングローブ・塩性湿地・沿岸海草の藻場
などの生態系の保全（維持）および修復（再生）
による NETs のことであるが，現時点では，

海藻藻場や大型海藻養殖はブルーカーボン管
理の対象ではなく，沿岸における海藻類を含む
他の炭素隔離の可能性について議論がなされ
ているところである。また，「その他の海洋
NETs」のうち，海洋バイオマスの NETs オプ
ションとして大型海藻養殖などが含まれてい
る。大型海藻養殖とは，沿岸，沖合におけるコ
ンブなどの大型海藻の養殖を指す。
　以上のように，欧米では，海洋 NETs に関
して，プロジェクト体制で総合的な研究開発
が進められている。一方で，日本では，精確
および迅速な観測技術など要素技術の開発が
進められているが，欧米のような今後の大規
模化のための生産技術や観測技術など多面的
な研究開発への更なる取り組みとあわせて海
洋 NETs が実施される必要があると考えてい
る。日本国内では，自主的なクレジット制度
が整備されてきており，J ブルークレジット
が取り込まれつつある。しかし，今後のクレ
ジット認証のためには，定量的な炭素吸収能
の評価，さらには，賦存量管理を把握するた
めの海洋観測技術の開発が進められる必要が
ある。そのような観測技術の例を図7に示す。
最近，農林水産省が 2021 年 5 月に策定した「み
どりの食料システム戦略」で，炭素吸収源と
しての「海洋生態系で貯留される大気中 CO2

由来の炭素（ブルーカーボン）」の活用が位置
付けられ，2023 年度からわが国における CO2

など温室効果ガスの排出量と吸収量をとりま
とめたデータ目録（温室効果ガスインベント
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図6　ブルーカーボン生態系での大気中CO2に由来する有機炭素の流れと貯留プロセス（27）
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リ）への登録が開始され始めている。また，
海草・海藻藻場の炭素貯留量の算定に向けた
ガイドブックも，2023 年 11 月に（国研）水
産研究・教育機構から公開され，今後，気候
変動対策技術としてのブルーカーボン生態系
への理解が深まり，漁業関係者，自治体，企業，
NPO などの関係者による同ガイドブックの活
用が進むことが期待できる。
　ブルーカーボン管理および大型海藻養殖の
ような海洋 NETs の日本国内での利点として
は，排他的経済水域の広く（世界第６位）海岸
線も長いこと，土地，水資源の競合がないこと，
多くのコベネフィットを有すること，海藻養殖
技術を有すること，藻場造成技術を有するこ
と，発展途上国へ展開（技術移転）の可能性を
有していることなどが挙げられる。一方で，気
候変動等により環境変化（藻場減少）が生じる

こと，産業従事者（関連水産業）/ 関連研究者
が減少すること，藻場造成・大型システム設置
にコストがかかること，漁業権および沖合漁場
の使用権利に問題があること，評価方法が未確
立（炭素吸収能評価，賦存量，環境影響など）
であることなどの多くの検討項目に対しても，
適宜，措置や対応なども検討していく必要があ
ると思われる。前述のガイドブックの中では，
藻場タイプや海域区分別の炭素貯留量を算定
する具体的方法も示されており，藻場の炭素貯
留算定手法も公開されているため，今後の日本
国内におけるブルーカーボンのクレジット化
に向けて着々と進行していると言える。他の懸
念事項などにも配慮しつつ，他国に無い新たな
クレジット化のための概念導入なども検討し
つつ発展していくものと思われる。
　最後に，2050 年を視野に入れた海洋ベース

図７　ブルーカーボン算出のための精確なパラメータ化改善のための観察技術およびツール（10）

図８　海洋ベースの緩和策および関連する 2050 年における年間緩和ポテンシャル（6）
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の地球温暖化緩和策としては，図 8に示すよ
うに，今回本稿で取りあげてきた自然生態系
利用による対策や養殖以外にも，洋上風力や
波力を利用したエネルギー利用なども含め，
沿岸域における統合的な環境およびエネル
ギーシステムなどの導入を挙げることができ
る。図中に示されている炭素吸収による緩和
ポテンシャルからも，各海洋ベースでの技術
のポテンシャルを把握することができる。こ
のことから，本稿で述べてきた沿岸域での自
然を基盤とした温暖化対策の取り組みだけで
なく，海藻養殖の拡大，さらには洋上風力や
波力などのエネルギー利用も考慮した沿岸域
生態系での新たな地域での共生も含めた展開
が重要である。

６．おわりに

　カーボンニュートラル実現に向けた具体的
な取り組みが，日本のみならず，世界各国で
加速している中，沿岸浅海域でのブルーカー
ボン生態系に着目した海洋における気候変動
対策への機運が高まってきている。そのよう
な対策が NbS として，地球上の生態系修復と
ともに炭素貯留を目指せることの意義は非常
に大きい。今後も持続可能な気候変動対策へ
の１つのアプローチとして，ブルーカーボン
生態系修復技術が確立し普及されるであろう。
　まずは，対象とするブルーカーボン生態系
における生物種の違いや地域差も含めて，炭
素貯留に関する知見を確立することが必要で
ある。しかし，各種ブルーカーボン生態系で
の炭素フローや炭素貯留年数などを明確な数
値として決定することや，その後のバイオマ
スを有効に利用する際の方法論など，今後の
クレジット化の実用に向けて検討すべき内容
も多く存在する。クレジット化実現のために
も，今後も実践的な導入事例における炭素フ
ローと貯留量を精確に分析・調査して試算す
ることが必要である。
　具体的には，ブルーカーボン生態系での海

底堆積物，生態系内外の水中における難分解
性溶存有機物，生態系外（陸棚 , 深海）での
堆積物中における炭素貯留量の試算や貯留期
間などの詳細な分析や解析が行われることで，
より精確なブルーカーボン生態系における炭
素貯留と隔離量とそれらのポテンシャルが示
され，展開していくと考えられる。マングロー
ブに関しては，ブルーカーボン生態系の中で
も生態系炭素貯留評価の実施例や導入事例が
多いことから，米国やオーストラリアをはじ
め，日本でもカーボンクレジットとしての導
入が進んできている。今後も，マングローブ
だけでなく，海草や海藻藻場などブルーカー
ボン生態系の生存面積と炭素貯留量を精確に
把握するために，上述の炭素隔離量と期間の
各生態系での科学的かつ高精度な炭素吸収能
を評価すること，さらに，賦存量管理を把握
するための各海域での生態系に適合した海洋
観測技術やモニタリング技術などの開発も必
要になってくる。そして，このようなブルー
カーボン生態系を活用した炭素貯留・隔離の
NETs は，低濃度の炭素を低コストで固定で
きる能力やコベネフィットを持つという特徴
があるため，環境影響やその後のベネフィッ
トについても科学的な評価が重要となってく
るであろう。
　そして，日本国内では，まず 2030 年での目
標設定のために，NDC としての設定，さらに，
ブルーカーボン・オフセット制度やクレジット
制度へのブルーカーボン生態系の活用を目指
す必要がある。そのような課題もあるなか急速
に進展しているので，今後の動向に着目してい
く必要がある。そこでは，算定に活用可能な統
計情報の収集のための調査結果の活用や新規
データベースの開発も必須になり，今後の継続
的なデータ更新も必要になってくるであろう。
　また，ブルーカーボン生態系での修復技術方
法も含めた炭素貯留に関係する科学的な根拠
となるデータの収集および算定方法の確立は
重要である。具体的には，沿岸の海藻養殖が貢
献する吸収量をわが国のインベントリに登録
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することを目指すことや，ブルーカーボン生態
系による 炭素貯留量の算定方法の明確化，国
内ボランタリークレジット制度の拡大などの
取り組みを継続して進めていくことも必要で
あろう。さらに，炭素除去市場の創出と拡大の
ために，未だ国際的に確立されていない NETs
の重要性や概念について国内外で理解を図り
つつ，各々の技術と目的および段階に応じた最
適なルール形成を構築する必要もある。
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